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国
民
健
康
保
険
税
を
改
正
し
ま
し
た

複
雑
だ
っ
た
税
額
決
定
ま
で
の
過
程
を
分
か
り
や
す
く
す
る
と
と
も
に
、
納
期
に
よ
っ
て
税
額

に
大
幅
な
増
減
が
発
生
す
る
こ
と
を
防
ぐ
た
め
、「
仮
算
定
」の
廃
止
を
含
め
袋
井
市
国
民
健
康

保
険
税
を
次
の
と
お
り
改
正
し
ま
し
た
の
で
、
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問
市
民
課
国
保
年
金
係　

☎
４
４

－

３
１
１
３

お 知 ら せ
ピックアップ

1 

普
通
徴
収「
仮
算
定
」の
廃
止
と

納
期
の
変
更
に
つ
い
て

　

袋
井
市
の
国
民
健
康
保
険
税
・
普
通
徴
収
で

は
、
平
成
27
年
度
ま
で「
仮
算
定
」と「
本
算
定
」

の
２
段
階
課
税
方
式
を
採
用
し
て
い
ま
し
た
。

　
「
仮
算
定
」は
、
第
１
期（
４
月
）と
第
２
期（
６

月
）の
税
額
算
定
に
あ
た
り
、
算
定
に
必
要
な
前

年
の
所
得
の
確
定
が
６
月
以
降
と
な
る
た
め
、

前
々
年
中
の
所
得
を
基
に
税
額
を
計
算
し
て
い

た
も
の
で
す
。

　

こ
の「
仮
算
定
」方
式
で
は
、
所
得
や
世
帯
構

成
に
大
き
な
変
更
が
あ
っ
た
方
は
、
第
１
・
２

期
と
第
３
期
以
降
の
税
額
に
大
幅
な
増
減
が
生

じ
て
い
ま
し
た
。
ま
た
、
納
税
通
知
書
を「
仮
算

定
」時（
４
月
）と「
本
算
定
」時（
７
月
）の
２
回
発

送
し
て
い
た
た
め
、
税
額
決
定
ま
で
の
過
程
が

複
雑
に
な
っ
て
い
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
問
題
を
解
決
す
る
た
め
、
平
成

28
年
度
か
ら
は「
仮
算
定
」を
廃
止
し
、
前
年
中

の
所
得
が
確
定
す
る
７
月
以
降
に「
本
算
定
」の

み
に
よ
っ
て
国
民
健
康
保
険
税
を
決
定
す
る
よ

う
改
正
し
ま
し
た
。（
表
1「
仮
算
定
廃
止
と
納

期
変
更
の
イ
メ
ー
ジ
」参
照
）

　

今
回
の「
仮
算
定
」の
廃
止
に
伴
い
、当
年
度
の

国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
通
知
書
の
送
付
が
、こ

れ
ま
で
の
年
２
回
か
ら
年
１
回
と
な
り
ま
す
。　

◉表1 仮算定廃止と納期変更のイメージ
◇平成27年度まで
納期 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
期別 第1期 － 第2期 － 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 －
算定 仮算定 本算定

◇平成28年度から
納期 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
期別 － － － 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期
算定 （仮算定廃止） 本算定
※仮算定の廃止に伴い、国民健康保険税の納期が上記のように変更になりますが、当年度の納期回
数や当年度の国民健康保険税額に変更はありません。

※特別徴収（年金からの天引き）の方については、納付回数の変更はありません。

2 

期
割
額
の
端
数
処
理
方
法
の

変
更
に
つ
い
て

　

こ
れ
ま
で
、
第
２
期
か
ら
第
９
期
で
生
じ
る

１
，０
０
０
円
未
満
の
端
数
に
つ
い
て
は
、
第
１

期
に
す
べ
て
合
算
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
し
た

が
、
今
回
の
納
期
変
更
に
合
わ
せ
端
数
処
理
の

基
準
を
１
０
０
円
未
満
と
し
、
第
１
期
と
第
２

期
以
降
に
お
け
る
税
額
の
差
が
で
き
る
だ
け
生

じ
な
い
よ
う
改
正
し
ま
し
た
。

　

こ
の
変
更
に
よ
り
、
各
納
期
の
税
額
の
平
準

化
が
図
ら
れ
、
納
税
し
て
い
た
だ
き
や
す
い
環

境
に
な
り
ま
す
。（
表
2「
端
数
処
理
方
法
の
変

更
例
」参
照
）

3 

課
税
限
度
額
の
変
更
に
つ
い
て

　

平
成
28
年
度
か
ら
、
課
税
限
度
額
を
次
の
と

お
り
改
正
し
ま
し
た
。（
表
3「
課
税
限
度
額
一

覧
」参
照
）

◉表2 端数処理方法の変更例
例：税額が17,900円の場合（17,900円÷9期≒1,989円）

納期 変更前
（平成27年度まで）

変更後
（平成28年度から）

第1期 9,900円 2,700円

第2期以降 1,000円 1,900円

◇変更前は、1,000円未満の端数を切り捨てた1,000円を第
2期以降の税額とし、端数を合算した9,900円を第1期の税
額としていました。

◇変更後は、100円未満の端数を切り捨てた1,900円を第2
期以降の税額とし、端数を合算した2,700円を第1期の税
額としています。※特別徴収の方については、端数処理方
法の変更はありません。

⬇

◉表3 課税限度額一覧

区分 変更前
（平成27年度）

変更後
（平成28年度） 比較

医療給付費分 510,000円 520,000円 ＋10,000円

後期高齢者
支援金分 160,000円 170,000円 ＋10,000円

介護納付金分 140,000円 160,000円 ＋20,000円

合計 810,000円 850,000円 ＋40,000円

※これまで4月（仮算定時）と7月（本算定時）の年2回送付
していた納税通知書は、平成28年度から7月（本算定
時）の年1回のみの送付となります。

※平成28年度 国民健康保険税・第1期（7月分）の納期限
日は、8月1日です。
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静
岡
県
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

保
険
料
率
が
改
定
さ
れ
ま
し
た

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
率
に
つ
い
て
、
医
療
費
の
増
加
な
ど
を
考
慮
し
て
次
の
と
お

り
改
定
さ
れ
ま
し
た
の
で
、
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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後
期
高
齢
者
医
療
制
度
は
、
75
歳
以
上
の
方

と
、
一
定
の
障
害
が
あ
る
と
認
定
さ
れ
た
65
歳

以
上
75
歳
未
満
の
方
が
加
入
す
る
医
療
制
度
で

す
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
は
、
被
保
険
者
全

員
に
負
担
い
た
だ
く「
均
等
割
額
」と
、
被
保
険

者
の
前
年
の
所
得
に
応
じ
て
負
担
い
た
だ
く「
所

得
割
額
」を
合
計
し
て
、
個
人
単
位
で
計
算
さ
れ

ま
す
。

　

保
険
料
率
は
、
都
道
府
県
ご
と
に
決
定
し
て

お
り
、
２
年
ご
と
に
見
直
さ
れ
ま
す
。

　

平
成
28
・
29
年
度
の
保
険
料
率
は
、
医
療
費

の
増
加
な
ど
を
考
慮
し
て
、
次
の
と
お
り
改
定

さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
保
険
料
の
均
等
割
額
を
所
得
に
応
じ

て
割
引
す
る
軽
減
措
置
の
う
ち
、
２
割
軽
減
・

５
割
軽
減
に
つ
い
て
、
所
得
の
少
な
い
方
の
負

担
軽
減
を
図
る
た
め
、
軽
減
の
判
定
に
お
け
る

所
得
基
準
額
が
引
き
上
げ
ら
れ
、
軽
減
の
対
象

が
拡
大
さ
れ
ま
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
の
均
等
割
額
・
所
得
割
額
の
軽
減

措
置
は
こ
れ
ま
で
と
同
様
で
継
続
さ
れ
ま
す
。

◉平成28・29年度の保険料率（年額）
区分 平成26・27年度 平成28・29年度 比較

均等割額 38,500円 39,500円 ＋1,000円

所得割率 7.57% 7.85% ＋0.28%

賦課限度額 570,000円 570,000円 変更なし

◇年間の保険料は、均等割額＋所得割額（（前年の総所得金額などから33万円を控除した額）×所得
割率）となります。

◇賦課限度額については、今回の改正での変更はありません。

◉均等割額の軽減措置の所得基準額
区分 変更前（平成27年度） 変更後（平成28年度）

2割軽減
（470,000円×被保険者数）

＋330,000円
（480,000円×被保険者数）

＋330,000円

5割軽減
（260,000円×被保険者数）

＋330,000円
（265,000円×被保険者数）

＋330,000円

◇所得基準額は、世帯主及びすべての被保険者の総所得金額などの合計です。

◉収入額別保険料額の目安（例：単身世帯で年金収入のみの場合）

年金収入額
平成26・27年度保険料
（適用される軽減）

平成28・29年度保険料
（適用される軽減）

比較

現役並み所得者
（383万円/年）

202,500円/年
軽減なし

209,600円/年
軽減なし

＋7,100円

月額175,000円
（210万円/年）

52,300円/年
所得割…5割軽減
均等割…2割軽減

53,900円/年
所得割…5割軽減
均等割…2割軽減

＋1,600円

月額150,000円
（180万円/年）

29,400円/年
所得割…5割軽減
均等割…5割軽減

30,300円/年
所得割…5割軽減
均等割…5割軽減

＋ 900円

基礎年金受給者
（80万円/年 以下）

3,800円/年
均等割…9割軽減（注）

3,900円/年
均等割…9割軽減（注）

＋ 100円

（注）年金収入額が153万円以下の方は、所得割はかかりません。

◉市役所職員などを名乗る不審な電話や訪問にご注意ください
◇市役所職員などを名乗り、保険料や医療費の還付金があると思わせて金融機関の自動預け払い機
（ATM）を操作させようとするなど、後期高齢者医療保険被保険者の方に対する不審な電話や訪問
の事例が、全国各地で発生しています。

◇不審な電話や訪問があった場合は、市役所にお問い合わせください。


